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研究成果の概要（和文）：われわれが行ったマレーシア、インドネシアにおけるフィールド
調査で、近年進行した政治の民主化、経済発展、都市化などの結果、東南アジアにおける
市民生活とメディアが大きく変容したことが明らかになった。東南アジアにおいては、「近
代性の共通体験」やメディアを通じた同質の大衆文化圏が形成されつつあると言える 
 
研究成果の概要（英文）：In our field research in Malaysia and Indonesia, it is clear that 
citizen life and mass media in Southeast Asia is transformed dramatically due to 
democratization, economic development and urbanization in recent years. A kind of
“common experience of modernity”or  the realm of homogeneous popular culture 
through mass media is generated in Southeast Asia. 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究は、欧米社会モデルではなく、開発
途上国をケースとした新たなるメディア理
論と検討を目的とする。とくにマレーシア
とインドネシアは、かつてはともに典型的
な権威主義国家であったが、90年代末から
続く政治変化の中で全く異なる道を歩んで
おり、本研究は社会と市民生活の構造的変
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化におけるメディアの役割の変化を分析、
議論することを特徴とする。従来の日本の
メディア研究では、東南アジアや地域研
究・ジェンダー研究への関心は必ずしも高
くはなかった。そうした点でも、本研究は
メンバーが個別に進めてきた研究を共同研
究として高めていくのみならず、研究分野
としての強化も図る一つのステップとなる。
東南アジア研究は、欧米から現地に研究の
中心が移っており、日本における地域研究
は現地の歴史や文化、言葉も尊重しながら、
蓄積を重ねており、現地の研究者との連携
も進んでいる。とくに欧米的な影響の強い
メディア研究に対して、アジア地域研究を
基礎に置いたメディア研究の枠組みを提起
していくことは大きな意義となろう。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、東南アジアの社会変化における
メディアの役割を学際的に分析・議論するこ
とを課題とし、６つのキーワード、すなわち、
「メディア」「開発」「社会情報」「民主化」「市
民生活」「ジェンダー」で構成される。以下
の３点の目的から示す。 
 
(1) 開発と社会変化におけるメディアの研究
を進める 開発の過程と政治発展において
メディアや社会情報の役割がどのように変
化してきたか、東南アジアをケースとして分
析を行う。 
 (2)民主化におけるメディアの役割を分析す
る 民主化におけるメディアの果たす役割
の変化、とくに体制との関係を分析すること
は東南アジア社会の新しいダイナミクスを
見る視点としても重要である。 
(3)メディアと市民生活の関係を分析する 
とくに地域社会におけるジェンダー・エスニ
シティ・社会階層という視角から分析するこ
とによって、社会における構造の変化とメデ
ィアの新しい性格を議論する。 
 
３．研究の方法 
本研究課題は、「東南アジアにおける市民生
活とメディア：社会におけるメディアの役
割」として、東南アジアにおける社会変化に
おけるメディアの役割を学際的に分析・議論
することを課題とした。研究の計画としては、
研究目的として挙げた、３つの目的にそって
具体的に調査と研究を進めた。 
 
(1) 開発と社会変化におけるメディア 東
南アジアにおいては 80 年代以降、開発体制
の下で急激に経済が成長し、それにともなっ
て社会も大きく変化した。そうした社会変化
によってメディアや社会情報の役割がどの
ように変化してきたか、東南アジアをケース
として分析を行った。 
 
(2)民主化におけるメディアの役割 インド
ネシアは 1997 年のアジア通貨・金融危機の
後にスハルト体制が崩壊し､開発体制が大き
く変化した。またマレーシアも 1981 年から
の長期政権を誇ったマハティール首相が
2002 年に政権の座を降り、マレーシアの政治
状況も大きく変わった。スハルト、マハティ
ールという東南アジアの権威主義体制を代
表するリーダーは、メディアに対しても抑圧
的なコントロールを行っていた。そうした体
制の変化とメディアの変化について、とくに
体制との関係を分析することは東南アジア
社会の新しいダイナミクスを見る視点とし
ても重要である。 
 
(3)メディアと市民生活の関係 具体的には
1990 年末から 2000 年代にかけての政治体制
と社会の大きな転換期を対象とする。選挙報
道については 1999 年と 2004 年の総選挙の比
較を行い、ジェンダーについては社会変化と
政治体制の変化の影響を捉え、それぞれ市民
生活とメディアについて分析すること、とく
に地域社会における社会階層・ジェンダー・
エスニシティという視角から分析すること
によって、社会における構造の変化とメディ
アの新しい性格を議論した。 
 
４．研究成果 
⑴北東アジア・東南アジアにおけるテレビ番
組の流通を事例に、トランスナショナルな
「読者共同体」の成立という観点から、全体
の理論枠組みの設定を試みた。2000 年代後半、
日本での韓流を経たあとわずか５、６年の間
に、北東アジアにおける大衆文化の交流の様
子がまったく変化した。現在、北東アジアに
おける大衆文化の交流は、韓流だけではなく、
「華流」と表現される台湾の大衆文化、そし
て日本からの「日流」（イルリュ、台湾では
哈日（ハーリー））と、情報の発信源が多極
化し、かつ情報のやりとりは相互的である。
以上のようなドラマ流通の状況は、テレビド
ラマなどある一つの大衆文化のテクストを
めぐって、北東アジア・東南アジアにおける
トランスナショナルな「読者共同体」を成立
させる可能性を示している。北東アジア・東
南アジアにおけるトランスナショナルな「読
者共同体」は、単に偶発的に成立したもので
はない。むしろ、それは政治経済的次元と文
化的次元の様々な要因によって重層的に形
成されたものである。第 1に、北東アジア・
東南アジアにおいてほぼ同時期に権威主義
的政治体制が崩壊したことがあげられる。第
２に、これらの民主化の背景には、北東アジ
ア・東南アジア各国における経済発展がある。
これらの国の経済発展がもたらした都市化
は、日本の大衆文化を受容する一条件となっ
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た。第３に、政治の民主化および経済発展は、
各国における大衆文化をめぐる制度の自由
化にも多く影響した。上記のような、北東ア
ジア・東南アジアにおけるトランスナショナ
ルなテレビ番組の受容の状況を見る時、先進
国のメディア産業がそのコンテンツを発展
途上国に売り込み、発展途上国の人々の価値
観を支配するといった「文化帝国主義」の枠
組みだけでは、分析しきれない事態が生じて
いると見るべきである。トムリンソンが『文
化帝国主義』で主張する「近代性の共通体験」
という視点は、民主化、近代化、都市化がも
たらした共通基盤が北東アジア・東南アジア
でトランスナショナルな「読者共同体」を成
立させる可能性にも適用可能なものである。
以上のようなトムリンソンの文化帝国主義
論の再検討は、北東アジア・東南アジアにお
ける大衆文化の交流を考察するにあたって、
先進国のメディア企業の多国籍的な展開だ
けではなく、受容する側の受容行動に目を向
けなければならないことを示唆している。
（藤田） 
 
⑵マレーシアの民主化と選挙報道について、
総選挙時のメディア報道を中心として分析
を行った。マレーシアでは主要メディア（新
聞、TV・ラジオ）が与党関係者に所有されて
おり、従来は英字紙よりも自由な報道をして
いたとみられていた主要華語紙も 1990 年代
末に買収されて与党系となるなど、主要メデ
ィアは政府寄りとなっている。1999 年総選挙
ではマハティール政権下で与党陣営中心の
報道がなされた。長期政権をほこったマハテ
ィールが政権を離れた 2004 年、2008 年の総
選挙では、そうした報道のあり方がどのよう
に変わったかを分析の対象とした。とくに
2008 年 3 月の総選挙は野党連合が大躍進し、
「政治的ツナミ」と現地で言われるほどであ
った。総選挙時のメディアの特徴としては、
1999 年以降、インターネットなども利用され
るようになったが、とくに 2004 年総選挙で
はインターネットの役割が大きく注目され
た。マレーシアでは 2000 年代以降、インタ
ーネット新聞 Malaysiakini を代表とするネ
ット報道がオータナティブ・メディアとして
成長した。2008 年総選挙では、インターネッ
ト新聞のみならず、個人のブログなども話題
となり、有名プロガーが選挙に立候補したケ
ースも見られた。マレーシアでは、英字紙を
中心に新聞が一般に普及しているため、主要
英字紙（The Star 紙、The New Straits Times
紙、The Sun 紙）やインターネット新聞
Malaysiakini などの報道を中心に考察した
が、与党の動向を中心とした主要メディアに
対して、野党連合の集会なども含めて、より
多様な視点をもつ形でインターネット新聞
が報道を進めていたことが大きな特徴とな
っている。（相良） 
 
⑶「マレーシアの市民生活におけるメディア
とジェンダー」について研究することを課題
とした。マレーシアは 1980 年代以降、急激
な経済成長の中で女性の労働参加も進み、経
済成長による社会変化に加え、女性をめぐる
社会的状況も大きく変化した。メディアもそ
うした女性の状況を反映してきたが、女性工
場労働者のネガティブ・イメージ（「派手」「ふ
しだら」など）や少女の問題行動（日本の「援
助交際」に類似）のケースなどは、社会問題
とメディアとの作用も指摘できよう。また、
マレーシアのジャーナリズムにおける女性
スタッフの位置付けや女性を扱う記事や取
り上げ方などを主要新聞社社会変化による
メディアとジェンダー観の変化を対象とし
た。マレーシアの主要新聞社（The Star 紙、
The New Staraits Times 紙、The Sun紙、Utusan 
Malaysia 紙、Berita Harian 紙）、通信社
（ Bernama ）、 イ ン タ ー ネ ッ ト 新 聞 社
（Malaysiakini）などを比較すると、主要新
聞における「女性欄」および「家族欄」の役
割は依然として女性の役割を固定するだけ
でなく、各方面での女性の活躍を紹介する役
割も果たしているといえよう。各方面でのヒ
アリング調査では、「女性欄」担当に限らず、
女性ジャーナリストは各メディアで活躍し
ており、日本の男社会的（封建的、保守的、
体育会的、など）ともいわれるジャーナリス
ト界に比べて、マレーシアの方が進んでいる
側面も多かった。ただ昼夜の関係なく働くジ
ャーナリストの就労スタイルについては、女
性ジャーナリストは結婚による生活変化は
パートナーとの調整で対応できるものの、子
どもの育児については家族との調整のみな
らず部局の異動なども含めて対応するケー
スも見られた。また研究者に対するヒアリン
グ調査では、メディアにおけるジェンダーの
扱いやジェンダーにかかわる問題などの議
論には、まだ課題が多いことがうかがわれた。
（吉村） 
 
⑷内藤：インドネシアの総選挙報道にみる民
主化とメディアの役割を中心 に調査研究を
おこなった。権威主義の教科書的存在であっ
たスハルト政 権の崩壊により、インドネシ
アではいっきに報道の自由が進んだ。2004 年
と 2009 年の選挙報道を中心に分析をおこな
ったほか、地方 の県知事選挙とテレビ放送
の関係についてもとくにバリ州をケースと
し て調査した。メガワティ・スカルノプト
ゥリが再選をかけた 2004 年の総選挙では、
前回 99 年にもましてテレビ放送がイメージ
戦略 の手段として活用されていた。ユドヨ
ノが再選を果たした 2009年 の選挙では最高
裁が選挙広告に関する罰則規定を憲法違反
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としたことも あいまって、こうした傾向が
さらに強まり、ニュース専門チャンネルで 
あるメトロＴＶなどを中心にメディアを活
用した大量の選挙宣伝がおこ なわれた。研
究にあたっては、実際に放送された RCTI、 
SCTV、TPI などのニュースや CM を録画し分析
する手法を中心とした。また同時並行して、
近年隆盛が伝えられるインドネシアの地方
メディアの現況について、調査を進めた。主
にジャワ島内のテレビ局に対するヒアリン
グをおこなったほか、バリの地方政治の動き
とテレビ局の乱立状況を追った。それぞれの
局がバリの地域文化の担い手をめざそうと
しのぎをけずる状況が見られるなか、実際に
は州知事選挙がらみでジュンブラナ県知事
が県営放送を立ち上げたり、先行するバリＴ
Ｖが他州の局と地方放送の連合を模索する
などさまざまな思惑が交錯している。このほ
か首都圏の地方放送の再編状況にも注目し
分析した。（内藤） 
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